
第106期  中間期事業のご報告
平成30年4月1日から平成30年9月30日まで
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株主の皆様へ

　平素は格別のご高配を賜わり厚く御礼申しあげます。
　ここに当社第106期中間期（当第2四半期連結累計期間:
平成30年4月1日~平成30年9月30日）の事業の概況と
決算のご報告を申しあげます。
　当第2四半期連結累計期間におけるわが国経済は、企業
収益や雇用・所得環境の改善を背景に、緩やかな回復基調で
推移したものの、海外経済の不確実性の高まりなどにより、
先行きは不透明な状況が続きました。
　食品業界におきましては、将来への不安を背景としたお
客様の節約志向が根強いなかで、消費行動の多様化や市場
構造の変化への対応が求められるなど、厳しい経営環境が
続きました。
　このような状況のなかで、当社および連結子会社は、
企業理念・ビジョンのもと、中期経営計画に基づき、スパ
イスとハーブを核とした事業活動を推進してまいりました。
　おいしさの追求はもちろんのこと、高い品質と新たな
価値を創出し、暮らしに役立つ製品を生み出すため、お客様
視点での製品施策や、これを実現するための生産体制の
整備を進めるとともに、全社一体となったマーケティング
活動を進めて行くことにより売上高と収益の拡大を目指
してまいりました。

　以上の結果、当第2四半期連結累計期間の売上高は、 
食料品事業におきましては、香辛調味料グループが伸長い
たしますとともに、主力製品を中心に堅調に推移いたしました。
また、調理済食品も伸長いたしましたことから、前年同期比
15億13百万円増の736億72百万円（前年同期比2.1%増）
となりました。利益面では、売上高が増加したこと、また引
き続き原価低減に努めたことなどから、営業利益は前年同
期比1億89百万円増の39億60百万円（同5.0%増）、経常利
益は前年同期比2億49百万円増の39億57百万円（同6.7%
増）、親会社株主に帰属する四半期純利益は前年同期比
4億22百万円増の28億70百万円（同17.3%増 ）となり
ました。
　株主の皆様におかれましては、今後ともよろしくご支援、
ご協力を賜わりますようお願い申しあげます。

平成30年11月

代表取締役社長
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事業別概況

連結売上高構成比

16,749
（22.7%）

香辛調味料
18,365
（24.9%）

調理済食品

食料品事業

即　席

売上高　　 103億20百万円
前年同期比　4億18百万円増

63,352（86.0%）

10,320（14.0%）

調理済食品
13,085
（17.8%）

スパイス
＆ハーブ

インスタント
食品その他
15,152
（20.6%）

（4.2％増） 計 73,672
単位：百万円

売上高　　 633億52百万円

スパイス＆ハーブ 香辛調味料

即席 インスタント食品その他

売上高１30億85百万円 （前年同期比75百万円増） 売上高１83億65百万円 （前年同期比10億76百万円増）

売上高１67億49百万円 （前年同期比2億52百万円減） 売上高151億52百万円 （前年同期比1億96百万円増）

食料品事業 前年同期比　10億95百万円増（1.8％増）

　ラインナップが豊富なシーズ
ニングスパイスが引き続き伸長
いたしました。また、唐辛子・山椒
も堅調に推移致しました。

　パスタソースは前期実績並み
の推移となりましたが、レトルト
製品は、「濃厚好きのごちそう」
シリーズや「噂の名店」シリー
ズなどが伸長いたしました。

　主力ブランドの「ゴールデン
カレー」が堅調に推移し、本年
２月 発 売 の「とろっとワンプ
レート」シリーズも寄与いたし
ましたが、「とろけるカレー」が
減少いたしました。

　本年３月発売の「きざみ青
じそ」が大きく寄与いたします
とともに、中華製品やお徳用
タイプのチューブ製品が伸長
いたしました。
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単位：百万円
第2四半期 通期

通期予想

0
第106期第102期 第105期第104期第103期

40,000

80,000

120,000

160,000

売 　 　 　 上 　 　 　 高
営 　 業 　 利 　 益
経 　 常 　 利 　 益
当 期 純 利 益
１株当たり当期純利益
純 　 　 　 資 　 　 　 産
総 　 　 　 資 　 　 　 産

121,866
4,030
4,126
1,992
289.66
33,548
102,903

133,147
3,820
4,244
1,670
249.35
34,703
104,799

142,396
6,389
6,189
3,886
611.96
40,272
103,045

137,907
5,364
5,122
2,745
422.97
36,667
104,763

73,672
3,960
3,957
2,870
451.94
43,109
111,823

当第２四半期
平成30年4月 1日から
平成30年9月30日まで

（百万円）

（百万円）

（百万円）

（百万円）

（　円　）

（百万円）

（百万円）

区　　　　　分
第103期

平成27年4月 1日から
平成28年3月31日まで

第102期
平成26年4月 1日から
平成27年3月31日まで

第104期
平成28年4月 1日から
平成29年3月31日まで

第105期
平成29年4月 1日から
平成30年3月31日まで

単位：百万円
通期
通期予想

0

4,000

2,000

6,000

8,000

第2四半期

第106期第102期 第105期第104期第103期
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第2四半期
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単位：百万円
通期
通期予想

第2四半期

業績の推移（連結）

配当について
　当社では、今後の事業展開に備え長期にわたる堅実な経営基
盤の確保に努めるとともに、株主の皆様への利益還元としては、
安定的な配当の維持を基本方針としています。

（注）平成30年12月1日を効力発生日として、普通株式１株につき２株の割合
をもって株式分割を行いました。第106期（予想）の期末配当金は、当該
株式分割の影響を考慮して記載しておりますが、1株当たり配当金に実質
的な変更はございません。

▶ 売上高 ▶ 営業利益

▶ 経常利益 ▶ 当期純利益

▶ 1株当たり年間配当金
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財務諸表（連結）

※財務諸表の記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

（単位：百万円）

科　　目 前 連 結 会 計 年 度 当 第 ２ 四 半 期
連 結 会 計 期 間

（平成30年3月31日現在） （平成30年9月30日現在）

[資産の部]

流動資産 57,644 64,127

固定資産 45,400 47,695

　有形固定資産 30,587 31,889

　無形固定資産 691 765

　投資その他の資産 14,121 15,041

資産合計 103,045 111,823

[負債の部]

流動負債 45,536 48,644

固定負債 17,236 20,069

負債合計 62,773 68,713

[純資産の部]

株主資本 37,015 39,634

　資本金 1,744 1,744

　資本剰余金 5,337 5,337

　利益剰余金 32,862 35,482

　自己株式 △2,929 △2,930

その他の包括利益累計額 3,257 3,475

　その他有価証券評価差額金 2,716 2,866

　土地再評価差額金 867 863

　為替換算調整勘定 △11 30

　退職給付に係る調整累計額 △314 △284

純資産合計 40,272 43,109

負債純資産合計 103,045 111,823

（単位：百万円）

科　　目
前 第 ２ 四 半 期
連 結 累 計 期 間

当 第 ２ 四 半 期
連 結 累 計 期 間

平成29年4月 1 日から 平成30年4月 1 日から
平成29年9月30日まで 平成30年9月30日まで

売上高 72,158 73,672

　売上原価 41,864 42,569

売上総利益 30,294 31,103

　販売費及び一般管理費 26,523 27,142

営業利益 3,771 3,960

　営業外収益 246 262

　営業外費用 309 265

経常利益 3,708 3,957

　特別利益 124 984

　特別損失 104 914

税金等調整前四半期純利益 3,728 4,027

　法人税、住民税及び事業税 1,265 1,124

　法人税等調整額 15 33

四半期純利益 2,447 2,870

親会社株主に帰属する四半期純利益 2,447 2,870

四 半 期 連 結 貸 借 対 照 表（ 要 約 ） 四 半 期 連 結 損 益 計 算 書（ 要 約 ）

四 半 期 連 結キャッシュ・フロー 計 算 書（ 要 約）
（単位：百万円）

科　　目
前 第 ２ 四 半 期
連 結 累 計 期 間

当 第 ２ 四 半 期
連 結 累 計 期 間

平成29年4月 1 日から 平成30年4月 1 日から
平成29年9月30日まで 平成30年9月30日まで

営業活動によるキャッシュ・フロー △2,887 1,620

投資活動によるキャッシュ・フロー 1,112 △2,718

財務活動によるキャッシュ・フロー 1,522 4,101

現金及び現金同等物に係る換算差額 4 45

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △248 3,048

現金及び現金同等物の期首残高 17,269 17,682

現金及び現金同等物の四半期末残高 17,021 20,731
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会社情報（平成30年９月30日現在）

株 主 名 持株数 持株比率
峯 栄 興 業 株 式 会 社 609 千株 9.59 ％

山 崎 兄 弟 会 600 9.45
株 式 会 社 三 菱 ＵＦＪ銀 行 314 4.94
農 林 中 央 金 庫 314 4.94
株 式 会 社 き ら ぼ し 銀 行 244 3.85
日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） 221 3.48
セコム損害保険株式会社 176 2.77
大 日 本 印 刷 株 式 会 社 172 2.71
日 本 生 命 保 険 相 互 会 社 162 2.57
第 一 生 命 保 険 株 式 会 社 124 1.96

（注）自己株式 626 千株を保有しておりますが、上記大株主からは除
いております。また、持株比率は自己株式を控除して計算して
おります。

発行可能株式総数
発行済株式の総数
単 元 株 式 数
株 主 数
大 株 主

●
●
●
●
●
●

商 号
本 社 所 在 地
設 立 年 月 日
資 本 金
従 業 員 数
主要な事業内容

ヱスビー食品株式会社
東京都中央区日本橋兜町18番6号
昭和15年4月5日（創業大正12年）
1,744百万円
1,399名
スパイス＆ハーブ（カレー粉、コショー、
洋風スパイスなど）、即席（ゴールデン
カレー、フォン・ド・ボー ディナーカレー、
とろけるカレー、濃 いシチューなど ）、 
香辛調味料（本生 本わさび、おろし生しょ
うが、中華など）、インスタント食品その他 

（おでんの素、レトルトカレー、パスタソー
スなど）の製造販売

●
●
●
●
●

株 式の状 況

代表取締役社長 小　 形　 博　 行
代 表 取 締 役 荻　 原　 敏　 明
専 務 取 締 役 丹　 野　 好　 生
常 務 取 締 役 島　 田　 和　 典
常 務 取 締 役
常 務 執 行 役 員 池　 村　 和　 也
取 締 役 山　 崎　 明　 裕
取 締 役
常 務 執 行 役 員 田　 口　 裕　 司
社 外 取 締 役 谷　　　　　 修
社 外 取 締 役 広　 瀬　 晴　 子

監 査 役（ 常 勤 ）
社 外 監 査 役
社 外 監 査 役
社 外 監 査 役

上 席 執 行 役 員
上 席 執 行 役 員
上 席 執 行 役 員
執 行 役 員
執 行 役 員
執 行 役 員
執 行 役 員
執 行 役 員
執 行 役 員
執 行 役 員
執 行 役 員

寺　 尾　隆一郎
葛　 山　 康　 典
松　 家　　　 元
鵜　 高　 利　 行

谷　 脇　 一　 知
小　 林　 千　 尋
小　 野　 俊　 幸
大　 矢　　　 肇
小　 島　 和　 彦
鎌　 田　 典　 明
土　 居　 永　 二
弓　 部　 重　 明
佐　 竹　 良　 昭
成　 沢　 智　 仁
西　 邨　 正　 敏

主な事 業 所
17,600,000株
6,977,117株

100株
5,954名

会 社 概 要 （平成30年9月30日現在） 役 員 （平成30年9月30日現在）

主な事 業 所 （平成30年9月30日現在）

株 式の状 況 （平成30年9月30日現在）

名 称 所 在 地
上 田 工 場 長 野 県
東 松 山 工 場 埼 玉 県
宮 城 工 場 宮 城 県

名 称 所 在 地
本 社 東 京 都
八丁堀ハーブテラス 東 京 都
板橋スパイスセンター 東 京 都

支 店 名 営業所名 所 在 地
北 海 道 札 幌 北 海 道
東 北 北 東 北 岩 手 県

南 東 北 宮 城 県
東 京 東 部 千 葉 県

中 央 東 京 都
西 部 東 京 都
神 奈 川 神奈川県

関東・信越 関 東 埼 玉 県
新 潟 新 潟 県
長 野 長 野 県

支店名 営 業 所 名 所 在 地
中 部 静 岡 静 岡 県

中部 第１・第２ 愛 知 県
北 陸 石 川 県

関 西 関西第１・第２・第３ 大 阪 府
中四国 中 国 第 １ 広 島 県

中 国 第 ２ 岡 山 県
四 国 香 川 県

九 州 九 州第１・第２ 福 岡 県
鹿 児 島 鹿児島県
沖 縄 沖 縄 県

● 事務所および工場

● 営業所
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トピックス

レシピのご紹介

25％ 41％ 27％ 5％

1％

1％

とても満足 やや満足 ふつう やや不満 非常に不満 未回答

おでんの素でお手軽！お雑煮
～きざみゆずを添えて～

【１】鶏肉は小さめのひと口大、小松菜は3cmの長さに切り、
      にんじんは薄切りにして茹でて梅型で抜きます。 

【２】鍋に水、おでんの素を入れて沸かし、【１】の鶏肉を加えて火を通します。 

【３】かまぼこ、【１】の小松菜、にんじんを入れて温め、醤油で香り付けします。 

【４】器に焼いた餅を入れ、【３】を注ぎ、きざみゆずを添えます。

材料（2人分）

作 り 方

角餅
鶏むね肉
かまぼこ
小松菜
にんじん

2個
40g
2切れ（厚さ1cm）
1/2株
2枚（梅型）

水
S＆Bおでんの素
醤油
S＆Bきざみゆず

300ml
小さじ1と1/2
小さじ1/4
小さじ1/2

176kcal　1食分当り

おでんの素を使えば味付け簡単！
　　　　　　　　　きざみゆずが香り豊かに仕上げます。

調理時間 15分 食塩相当量 1.7g

このレシピはこちらから→

その他レシピに関しては、
以下の当社ホームページでご覧いただけます。
(https://www.sbfoods.co.jp/recipe/)

株主アンケート結果について
　本年6月に「第105期 事業のご報告」のご送付とともに実施いたしました「株主 
アンケート」では、多くの株主様からご回答ならびに貴重なご意見をいただき、 
心からお礼申しあげます。今後の活動の参考にさせていただきます。

◆当社の株式を購入された理由（回答は３つまで）

◆今回の「株主優待品」についてのご意見（一部抜粋）
• 一番の楽しみなので長く続けてほしい。
• 新商品の PRのためにも優待は必要と考えます。
•主婦にとっては、大変役立ち、楽しみです。

◆「株主優待品」の評価

■アンケート対象者：5,569名
■アンケート回答者：1,281名

株主優待
安定性
知名度
将来性
事業内容
配当
収益性

財務内容・業績
株価の割安感
経営理念
相続

証券会社の推薦
0 200 400 600 800 1000（件）

株主アンケート結果について



この報告書は、森林資源を守る為に計画的な植林によって
育てられた樹木を原料としたパルプを使用しています。植林木

株主メモ

各種お手続き
について

毎年4月1日から翌年3月31日まで
6月
定時株主総会・期末配当金　3月31日　　中間配当金　9月30日

日本証券代行株式会社

東京都中央区日本橋茅場町一丁目2番4号
日本証券代行株式会社	 本店
〒168-8620　東京都杉並区和泉二丁目8番4号
日本証券代行株式会社	 代理人部

0120−707−843
 https://www.jsa-hp.co.jp/name/index.html
日本証券代行株式会社の支店および三井住友信託銀行株式会社の
本支店（「コンサルティングオフィス」「コンサルプラザ」を除く）
電子公告により行います。（URL: https://www.sbfoods.co.jp/）
なお、やむを得ない事由によって電子公告をすることができない場合は、
日本経済新聞に掲載します。

事 業 年 度
定 時 株 主 総 会
株 主 確 定 基 準 日
株 主 名 簿 管 理 人および
特別口座の口座管理機関
株 主 名 簿 管 理 人
事 務 取 扱 場 所

（ 郵 便 物 送 付 先 ）

（ 電 話 照 会 先 ）
（ホームページアドレス）
同 取 次 窓 口

公 告 方 法

○ 住所変更、単元未満株式の買取・買増請求、配当金受取方法・振込先の指定等
‌�株主様の口座のある証券会社にお問い合わせください。なお、特別口座に株式を所有され
ている株主様は、特別口座の口座管理機関である日本証券代行株式会社にお問い合わせ
ください。

○ 未払配当金の受取
証券会社の口座の有無にかかわらず、株主名簿管理人である日本証券代行株式会社に
お問い合わせください。

株主の皆様の日頃のご 支援に感謝
するとともに、エスビー食品の事業内
容をより一層ご理解いただけるよう、
株主優待制度を実施しています。
毎年3月31日と9月30日現在の株
主名簿に記載された１単元以上所有
の株主の皆様に、自社製品の詰め合
わせを贈呈しています。

表紙のスパイスとハーブ
　上段左から：バジル、カルダモン、ローズマリー、ブラックペッパー、イタリアンパセリ、サフラン
　下段左から：唐辛子、セージ、クローブ、しそ、シナモン、スペアミント

お知らせ 株主優待

株主メモ
2018年11月送付製品

投資単位当たりの金額を引き下げることに
より、当社株式の流動性を高め、投資家層の
拡大を図ることを目的とし、平成30年12月
1日を効力発生日として、普通株式１株につき
２株の割合をもって株式分割いたしました。

※株式分割に関する情報は 
 以下の当社ホームページでご覧いただけます。

（https://www.sbfoods.co.jp/company/ir/）


